
【様式 1】

記入例

令和 7年度 兵庫県地域活性化雇用創造カ ジェクト (第 2期 )

次世代成長産業分野進出支援事業 (航空・宇宙分野)

研修実施事業者申請書

令和 7年●0月 0● 日

事業者名称 株式会社 KOBE

こうべ たろう

役職 代表取締役社長
ふりが な

代表者名 太郎神戸

T650-0046

所 在 地 兵庫県神戸市中央区港島中町 6丁目 1番地

神戸商工会議所会館 4階

やまだ はなこ
ガふりがな

担当者名 山田 花子

声
役職 マネージャー

TEL (0フ8)306-6806 FAX (078)306-6811

E‐mait yamada@・・・CO.,p

HP URL https://wwW.niro.oRjp/

【例①】技術コンサ
'レ

ティング業 (技術開発支援・技術課題解決支援・技術調査・技術者教育

等)講師経験豊富な各分野の専門家が多数在籍しているため、様々なニーズ1醇寸応可能。

【例②】別添「会社案内」参照

事業概要 (※会社案内パンフレツ醐 でも可)

過去の研修実施実績

【例①】弊社主催の研修を各都道府県の会場にて定期的に開催 (現場改善、ヒューマンエラー、品

質改善 等 )

【例②】R3「現場改善研修」、R4「ヒューマンエラー防止研修」、R5「品質保証」(NIRO事業 )

【例③】別添資料参照

4

代表者と同じ場合は

「同上」と記入

HPがない場合は

空欄で可

研修実績をまとめたような資料があれば添付でも可

無ければ実施実績を簡素1斎己入



誓 約 書

兵庫県暴力団排除条例 (平成22年条例第35号。以下「条例」という。)を遵守し、暴力団排除

に協力するため、下記のとおり誓約する。

1条例第 2条第 1号に規定する暴力団、又は第 3号に規定する暴力団員に該当しないこと

2兵庫県暴力団排除条例施行規則 (平成23年公安委員会規則第 2号。)第 2条各号に規定

する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと

3 契約の履行に係る業務の一部を第二者に行わせようとする場合にあっては、上記 1又は2に該当

する者をその受託者としないこと

4上 記 1、 2及び3に違反したときには、本契約の解除、違約金の請求その他 (公財)新産業創

造研究機働 髯子う一切の措置について異議を唱えないこと

令不日7年 0●月 0● 国

公益財団法人 新産業倉」造研究機構

理事長 牧村 実 様

住   所

言己

事業者名称

代表者職氏名

電   話

兵庫県神戸市中央区港島中町 6丁目 1番地

神戸商工会議所会館 4階

株式会社 KOBE

代表取締役社長 ネ申戸 太郎

(078)306-6806


